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番 

号 
重点－１ 

項

目 

１ 「子どもの最善の利益」を保障する施策の充実を図られたい 

 

保育士の配置基準について、子どもの健全な発達と安心・安全確保の観点か

らも、１歳児のみならず各年齢の配置基準を改善されるよう要望します。 

 

（回答） 

保育士の配置基準については、国の「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」をも

とに「大阪市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」を定めており、保

育所や地域型保育事業等の保育士等配置基準は国基準に適合したものとなっています。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
重点－２ 

項

目 

２ 調理員の配置基準を見直されたい 

 

調理員の配置基準について、40 人以下で改善が行われ、21 人以上 40 人以下

で常勤１人と非常勤１人に見直されました。しかし、41人以上は従来のままで、

41 人以上 150 人以下で常勤２人、151 人以上で常勤２人と非常勤１人となって

います。調理員の配置基準が実態に見合ったものとなっていないので、調理員

の加配に対する補助金を導入するよう要望します。 

 

 

（回答） 

調理員の配置基準については、国通知「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関

する基準等の実施上の留意事項について」に規定されており、当該経費については、公定

価格の基本分単価に含まれております。 

保育施設においては、通常給食に加え、アレルギー等による除去食、離乳食、体調不良

児対応、おやつなど、多様な対応が求められ、調理員の負担が増加していることから、近

年の状況変化に応じた配置基準とすることは全国的な課題であり、国において推進され

るべきものと考えております。 

 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
重点－３ 

項

目 

３  物価高騰に対する予算措置を実施されたい 

 

食材費を含む様々な物価が高騰する中、保育に必要な物品の入手が困難にな

り、さらなる物価高騰を招いています。利用者への負担の転嫁を防ぐために、物

価高騰に応じた補助金を導入するよう要望します。 

 

 

（回答） 

令和６年度は「令和６年度物価高騰対応地方創生臨時交付金」、令和７年度は「運営継

続支援臨時加算」により対応してまいりましたが、令和８年度は国による財政支援の有無

が示されていない状況です。 

また、令和８年度の公定価格においては、前年度から+3.3％の改定となりましたが、長

期化する物価高騰が各施設に与える影響を的確に把握し、国の動きを注視し、本来、公定

価格において物価高騰分を含めた単価設定されるべきものであることから、適切な単価

改定について国へ要望してまいります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8352 
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番 

号 
制度－１ 

項

目 

１  事務に関する問題について改善を図られたい 

 

書類の簡素化や省力化、担当者間でのデータ共有、及び無理な提出期限の設

定等の改善と常勤事務職員が配置できる予算措置を要望します。また、キント

ーンの導入により、締切りの厳格化や提出書類の不足に対する補助金申請の却

下など、事務処理の厳しさが増しています。キントーン導入前のように書類提

出に対して柔軟に対応することを要望します。 

 

（回答） 

事務の簡素化につきましては、令和３年７月から導入したクラウド環境（Kintone）を

活用することにより、各種加算や支援費、補助金等の申請手続きや報告等について、原則

システム上での入力で作業が完了するように変更しており、対応する加算等を順次拡充

しているところです。 

また、令和４年度まで運営補助金として実施しておりました 12 事業について、多数の

事業が混在することにより事務が煩雑化していたため、令和５年度より事業の性質に応

じて再構築し、併せて様式や添付資料の見直しを行ったところです。 

今後とも、保育現場のご意見等も参考にしながら、必要最低限の書類提出となるよう、

また、手続きや書類の簡略化等も含め、できるだけご負担のないよう努めてまいります。 

 

事務職員の予算措置につきましては、給付費の基本分単価に非常勤事務職員の雇用経

費が含まれております。また、業務煩雑化に対応できるよう、事務職員雇上費加算をご活

用いただきたいと考えております。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8352 
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番 

号 
制度－２ 

項

目 

２ 行政との定期的な懇談会の実施を要望します 

 

大阪市と十分な連携を図るため、年２回以上の定期的な懇談会の実施を求めま

す。 

 

（回答） 

本市としても、保育現場の生の声を直接お聞きすることは、施策検討の上でも非常に重

要なことと考えております。 

今後も、保育現場における課題解決に向け、定期的な懇談会や意見交換会等を実施して

まいります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課    電話：06-6208-8031 
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番 

号 
制度―３ ①、② 

項

目 

３ 区役所担当課との連携強化および保育所等への入所選考の改善を要望します 

① 入所選考基準について、兄弟姉妹への優先入所等、ポイント制の更なる改善

を求めます。 

② 入所受付と面接を同時に行うため、保育所等では入所する子どもに関する情

報をあらかじめ得る必要があります。入所決定に際し、区役所から子ども及

び保護者に関する情報提供をより丁寧かつ詳細に行うよう求めます。 

（回答） 

 きょうだいの入所については、きょうだいが同じ保育所へ入所できるように、利用調整

において加点することとしています。また、支援が必要な児童においては、受け入れに向

けて、保育施設と連携を図りながら調整しております。 

 

入所受付の際の面接において児童及び保護者に関する情報を聞き取り、入所内定先の

保育施設等に情報提供をしているところですが、引き続き、丁寧かつ詳細に聞き取りを行

った上で情報提供を行うよう努めてまいります。 

なお、情報提供の内容については、これまで頂いたご意見を踏まえ、令和５年度中から、

①認定申請書兼利用調整申込書、②利用調整調査票（その１）、③利用調整調査票（その

２）、④対象児童用診断書の写しの４点について、全区共通の対応として利用内定施設に

提供しているところです。 

 

 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8037 
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番 

号 
制度―３ ③ 

項

目 

３ 区役所担当課との連携強化および保育所等への入所選考の改善を要望します 

 

③ 支援が必要な子どもへの対応において、区によって顕著な違いがあります。

特別支援保育の質を高めるため、全区において柔軟かつ誠意ある一律の対応

を行うとともに、正職員の心理士を全区に配置するよう求めます。 

（回答） 

障がいのある児童も障がいのない児童も、保育所等への入所申込みの際は、区役所にお

いて面接等により家庭事情や児童の状況把握に努めており、障がいが疑われる場合等は、

必要に応じて保育士等の専門職が児童の状況を把握した上で利用調整を行っています。 

なお、特別支援保育事業における加配対象となるかなど、区役所が判断できない場合

は、こども青少年局に相談しながら進めているところです。 

 

【参考】 

各区保健福祉センターにおいて、乳幼児の発達障がい等の早期発見・早期支援のた

め、乳幼児健康診査及び相談等の業務に従事する心理相談員（会計年度任用職員）を

配置し、相談体制の強化に努めております。 

担当 
 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8037 

  ※特別支援保育に関することは、保育所運営課   電話：06-6684-9709 
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番 

号 
制度―３ ④ 

項

目 

３ 区役所担当課との連携強化および保育所等への入所選考の改善を要望します 

 

④ 保育施設・事業利用調整申込書の記載が困難なため入所できない保護者へ配

慮し、申込書を簡略化するなどの改善を求めます。 

（回答） 

安心・安全な保育の実施の観点から、児童の健康状況や世帯の状況等を確認する必要が

あり、詳細な記載内容となっているところです。 

なお、記載が困難な場合は、区役所の面接において聞き取りをしながら対応しておりま

す。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8037 
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番 

号 
制度―３ ⑤ 

項

目 

３ 区役所担当課との連携強化および保育所等への入所選考の改善を要望します 

 

⑤ 医療的ケア児の受け入れを促進するため、医療的ケア児の入所選考とその他

の子どもの入所選考を分けるよう求めます。 

（回答） 

入所選考においては、各区保健福祉センターにおいて面談等により児童の状況を把握

した上で、本市の利用調整基準にもとづき、保育の必要性の高い世帯から利用可能として

いるところです。 

現行の利用調整基準におきましても、各区保健福祉センター所長が特に必要と認める

場合は調整指数により加点することが可能です。利用調整基準の改正に関しましては、こ

れまでの経過も踏まえつつ総合的な観点から公平性を担保する必要がありますので、各

区の運用や他都市等の状況の把握を検討してまいります。 

なお、医療的ケア児の受け入れが促進されるよう、令和３年度から医療的ケア児対応看

護師の人件費助成を行っています。令和６年度からは、助成上限額を保育短時間（８時間）

対応から保育標準時間（11 時間）対応に拡充するとともに、医療的ケア児１人に対して

常勤の専任看護師１名の配置から、複数の看護師による対応（原則、同一日時の複数人配

置は不可）を可能とし、労働者派遣契約に基づく勤務も可能としています。また、医療的

ケア児が年度途中で退所したなどにより要件を満たさなくなった場合についても、引き

続き看護師による受入体制がとられているときは、当該年度に限り、当該医療的ケア児へ

の支援計画と同等の範囲内で、看護師の人件費を助成しています。 

担当 
 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8037 

こども青少年局  幼保施策部  保育所運営課  電話：06-6684-9709 
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番 

号 
制度―４ 

項

目 

４ 補助金の年度内交付を要望します 

 

補助金執行の遅れにより、ゆとりを持って決算できない状況です。各種補

助金の交付決定通知および金額の確定通知、精算などについて、年度終了後

速やかに実施されることを求めます。また、各種補助金について、概算払い

の時期を早めるよう求めます。 

 

（回答） 

補助金等の交付決定通知及び金額の確定通知、精算などについては、これまでも年度終

了後速やかに実施してきたところです。引き続き迅速な処理に努めてまいります。 

 

補足：申請件数が多いため、年度末まで事業を実施する保育施設の運営にかかる支援費

や補助金等については、出納整理期間中の５月中旬以降の支払いにならざるをえません。 

 

また、一部事業については、国の要綱改正を待って開始する必要があることから、国要

綱の発出時期によって概算払いの時期が決定いたします。引き続き、国の動向の把握に努

めてまいります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8352・8031 
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番 

号 
予算－１ 

項

目 

１ 保護者負担軽減のため、給食費徴収に対する補助を要望します 

 

未就学児への給食提供は保育の一環であることから、幼児教育･保育の無償化

に伴い直接徴収となった給食副食費の保護者負担の軽減または全額の市単費補

助を求めます。 

 

（回答） 

教育・保育給付２号認定の子どもに係る給食費のうち副食費については、これまで保育

料の一部として保護者が負担してきましたが、令和元年 10 月からの幼児教育・保育無償

化後は施設による徴収に変更となっております。 

給食材料費については、在宅で子育てをする場合でも生じる費用であることから、これ

までも保護者が負担することを原則としており、今後も、基本的には保護者に負担いただ

くべきものと考えております。 

なお、年収 360万円未満相当の世帯及び全所得階層の第３子以降の子どもの副食費に

ついては、低所得世帯や多子世帯への負担軽減のため免除としております。 

また、令和６年９月より大阪市独自の取組みとして、きょうだいのカウント方法を変更

し、免除対象者を拡大しております。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
予算－２① 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

① 業務の増加、煩雑化のため、事務職員雇上費の常勤化を求めます。 

 

（回答） 

事務職員の配置については、給付費の基本分単価に非常勤事務職員の雇用経費が含ま

れております。なお、事務職員雇上費加算については国の制度に基づき実施しており、引

き続きご活用いただきたいと考えております。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
予算－２② 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

② 向上支援費の延長保育事業、嘱託医配置円滑化事業を求めます。また、耳鼻

科・眼科（視力）検診についても実施できるよう求めます。 

 

（回答） 

【支援費予算の増額について】 

○延長保育事業実施にかかる支援費については、毎年見直しを行い、可能な限り単価の増

額に努めているところです。 

○保育施設等の運営にかかる向上支援費（嘱託医配置円滑化事業）については、公立保育

所単価と公定価格との差額を支援することとしています。 

 

【耳鼻科・眼科（視力）検診について】 

保育施設等の運営にかかる向上支援費（嘱託医配置円滑化事業）は、医科及び歯科を配

置する経費としており、医科には「学校保健安全法」に規定されている健康診断の診断項

目である耳鼻科や眼科も含まれています。医科に関する健康診断を行う医師については、

診断項目の専門性は問わないとされており、一部の診断項目にかかる支援費の増額は難

しい状況にあります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8259 
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番 

号 
予算―２③ 

項

目 

３ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

③ 施設整備費補助金の増額と箇所数の拡大並びに施設の老朽化対策のため

補助金の増額を求めます。 

 

（回答） 

本市では、老朽化した保育所等の保育環境の改善や入所児童の安全・安心な保育の提供

のために行う大規模改修（耐震改修含む）、及び施設の建替えに対して補助事業を実施し

ているところです。 

大規模改修及び建替えにかかる整備費は、国が定める基準に沿って、補助金の単価を定

めていましたが、令和８年度より工事費等の高騰に対応するため、補助金額の引き上げを

行いました。なお、更なる対応のために、国に対して補助基準額の増額を求めているとこ

ろです。 

また、令和４年度からトイレ・調理場の乾式化、手洗場の自動水栓化などの感染症対策

のための改修を新たに補助対象として追加しております。 

 

 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8126 
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番 

号 
予算―２④ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

④ 大阪市が向上支援費並びに各種事業補助金等の減額変更をする場合は、事前

の充分な協議を求めます。 

 

（回答） 

保育施設等の運営にかかる各種支援費及び補助金等について、大きく減額変更するよ

うな場合は、事前にお伝えできるよう努めてまいります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8259 
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番 

号 
予算―２ ⑤ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑤ 外国籍の子どもや要保護児童対策地域協議会の認定児童によっては特別な配

慮が必要であることから、実情に応じて向上支援費の特別支援保育事業の対

象とするよう求めます。 

（回答） 

 本市においては、障がい児の受入れを促進するため、安全安心な保育環境を整えるこ

とを目的に特別支援保育事業を実施していますので、外国籍の子どもや要保護児童対策

地域協議会の登録児童は、対象児童（要支援児）にはあたりません。 

なお、保育士の負担軽減による離職防止を図るとともに、保育士が働きやすい職場環

境を整備することを目的にさまざまな保育人材確保対策事業を推し進めており、その事

業の中で「保育体制強化事業」においては、地域住民や子育て経験者などの地域の多様

な人材を保育に係る周辺業務に活用させるために必要な費用を補助しており、外国籍の

方に対応するための通訳者などの雇用も対象としております。 

また、本年６月より、「児童福祉施設等における外国につながる児童及び保護者への

通訳支援事業」を開始し、翻訳者を介した正確なコミュニケーションが可能となる多言

語リモート通訳システムを導入いたしました。 

担当 
 こども青少年局 幼保施策部 保育所運営課  電話：06-6684-9709 

こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課   電話：06-6208-8031 
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番 

号 
予算－２⑥ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑥ 延長保育における乳児及び障がい児に対する単価設定の特別加算を求めま

す。 

 

（回答） 

延長保育事業については、国が実施時間に応じた単価としているところ、本市では独自

に加算制度を設けており、また、令和８年度から国の制度において障がい児加算が創設さ

れたため、本市でも障がい児に対する加算を新設し、実施体制の充実を図っております。 

 

 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8259 
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番 

号 
予算－２⑦ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑦ 保育士の業務負担を軽減するため、ICTの維持費用に対する補助制度を求めま

す。 

 

（回答） 

本市では、保育所等において、ICT化を推進し、保育士の業務負担の軽減を図るため、 

保育所等における ICT化推進のための補助制度を実施しているところです。 国の事業内

容に基づき実施しており、現行の内容では ICTを活用した業務システムの 導入にかかる

費用の一部を補助するものとなっておりますので、維持費用に対する補助 については国

に対して要望を行ってまいりたいと考えております。 

また、令和８年度より国において「保育 ICT 推進加算」が創設されましたが、本市で

は、各種申請に関して市独自のクラウドサービス（Kintone）を導入しており、要件とな

っている国の全国統一システムの導入を見合わせています。本市としましては、国の全国

統一システムへの移行により施設に混乱が生じないよう試行期間の確保を求めるととも

に、当該期間においては市独自のシステムによる要件達成についても、国に要望している

ところです。 

 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8031・8352 
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番 

号 
予算―２⑧ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑧ 不審者が保育施設に侵入しないよう、防犯対策への補助制度を求めます。 

 

（回答） 

本市では、待機児童を含む保育を必要とする全ての児童の入所枠確保を図るため、既

存保育施設の定員や状況等も考慮しながら、認可保育所の新設や増設等の整備計画を策

定し、保育所等整備費補助等を行いながら保育所等整備を進めております。 

また、認可保育所の新設等とともに、老朽化した施設や現在の耐震基準に合致していな

い施設については、建替えや大規模修繕に係る補助等を行い、児童の安全確保や保育環境

の改善にも努めております。 

そのような中、今年度においても本市の待機児童数は０人となったものの、利用保留児

童数は昨年度より増加の 2,500 人を超える状況であり、今後とも待機児童対策を重点的

に実施していく必要があります。 

一方で、本市では、平成 28 年７月に発生した相模原市障がい者支援施設での事件を受

け、社会福祉施設等における防犯対策の強化が求められている中、平成 28 年度及び 29

年度の 2 か年で、防犯対策の強化が必要な民間保育所等に対して、非常通報装置、カメラ

付インターホンの整備費の一部を補助する「民間保育所等防犯対策強化整備事業」を実施

し、防犯対策の取り組みを行ってまいりました。 

 

限られた予算の中、各種施策・事業について、優先順位を決めながら、取り組みを進め

ていく必要があることから、防犯対策についてもその中で検討していく必要があると考

えます。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8126 
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番 

号 
予算－２⑨ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑨ 学校薬剤師配置に伴う費用について、嘱託医配置円滑化事業のような補助制

度を求めます。 

（回答） 

学校薬剤師にかかる費用は、公定価格の基本分単価に含まれております。 

公定価格における各種単価の充実について、引き続き国に要望してまいります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
予算－２⑩ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑩ 小学校接続加算や連携施設支援事業交付金について、支給要件の緩和を求め

ます。 

 

（回答） 

【小学校接続加算について】 

小学校接続加算の要件については、国の基準に基づき判定しており、本市での判断が難

しい場合は、その都度国や大阪府に確認をしております。また、保育・幼児教育センター

では、保育施設と小学校との連絡調整の支援を行っております。 

 

【連携施設支援事業交付金について】 

地域型保育事業においては、経過措置が終了する令和 11年度までに連携施設を確保す

ることが必須であり、認可保育所や認定こども園などの協力のもと、連携施設の確保が着

実に進んでいる状況にありますが、全ての事業所が連携するには楽観できない状況です。

そのため、目標達成に向けて交付金の支給要件の緩和など制度改善につきましては、引き

続き検討してまいります。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
予算－２⑪ 

項

目 

２ 大阪市補助金の増額と十分な協議を要望します 

 

⑪ 検便の費用に対する補助制度を求めます。 

 

（回答） 

 調理員の検便に関する費用については、給食調理を実施するにあたり必要な経費であ

り、公定価格に含まれているものとの認識です。 

 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
予算－３ 

項

目 

３ 給付費における主任保育士（主幹保育教諭）専任加算の要件見直しを要望しま    

す 

 

主任保育士または主幹保育教諭を配置している保育施設には専任加算が必ず

適用されるよう、要件の見直しを求めます。 

 

（回答） 

主任保育士専任加算の要件については、国の基準に基づき判定しており、要件を満たす

施設については、加算額をお支払いしております。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 
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番 

号 
予算―４ 

項

目 

４ 採用にかかる費用に対する予算措置を要望します 

 

保育士不足のため、紹介手数料、就職フェアへの出展料、広告費、ホーム

ページの作成費など、採用に関する費用が高騰しています。保育士を確保す

るため、採用にかかる費用に対する補助金を導入するよう要望します。 

 

（回答） 

本市では、大阪市内の民間認可保育所、認定こども園、地域型保育事業への就職を考え

ている方に、保育士や子育て支援員等として活躍していただけるよう「大阪市保育士・保

育所等支援センター」を開設し、就職のお手伝いを行っているところです。 

主な事業内容として、大阪市内の保育所等で働きたい方からの求職、大阪市内保育所等

からの求人のマッチング業務、就職フェア（令和８年度は年間３回の開催）や、未経験や

ブランクのある保育士向けの研修・保育実習等のイベントを開催しており、就職に繋がる

よう支援を行っています。 

担当  こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8031 

 

 

 


